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貸 借 対 照 表 

（ ２０１９年３月３１日現在 ） 

 

（単位：千円） 

科     目 金     額 科     目 金     額 

 

資 産 の 部 

 

流動資産 

現 金 及 び 預 金 

営 業 未 収 入 金 

有 価 証 券 

前 払 費 用 

そ の 他 

 

 

 

 

１，２１４，６９３ 

５３０，６２６ 

８０，８１４ 

６００，０００ 

１，７５６ 

１，４９６ 

 

 

負 債 の 部 

 

流動負債 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

預 り 敷 金 

そ の 他 

 

 

 

 

１６０，９４７ 

８０，６４３ 

１９，３３０ 

４，９４０ 

４，３２８ 

４８，０６１ 

３，６４３ 

固定資産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

器 具 備 品 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

長 期 前 払 費 用 

長 期 未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

１，２９３，４６９ 

９５６，５５９ 

９４３，３２１ 

７９７ 

１，４７８ 

１０，９６２ 

６６７ 

３７９ 

２８８ 

３３６，２４２ 

３２３，９１６ 

２２，５００ 

１２，３２６ 

△２２，５００ 

 

固定負債 

長 期 預 り 敷 金 

退職給付引当金 

そ の 他 

 

４１２，７４３ 

３８８，８２８ 

２２，９０２ 

１，０１２ 

 

負 債 合 計 ５７３，６９０ 

 

純 資 産 の 部 

 

株 主 資 本 

資本金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

 

 

 

１，９３４，４７２ 

１，５００，０００ 

４３４，４７２ 

４３４，４７２ 

４３４，４７２ 

純 資 産 合 計 １，９３４，４７２ 

資 産 合 計 ２，５０８，１６３ 負債及び純資産合計 ２，５０８，１６３ 

（金額表示については千円未満の端数を切り捨てております。） 
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損 益 計 算 書 

 自 ２０１８年４月 １日 

 至 ２０１９年３月３１日 

                                 （単位：千円） 

科      目 金          額 

 

売 上 高 

 

売 上 原 価 
 

 

 

 

７７４，９９３ 

 

６１０，９６８ 

 

売 上 総 利 益 

 

販売費及び一般管理費 
 

 

 

 

 

 

１６４，０２４ 

 

８０，８４３ 

 

営 業 利 益 

  

営 業 外 収 益 

有価証券利息 

雑 収 入 

 

 

 

 

９０ 

２５４ 

 
８３，１８１ 

 

 

 

３４４ 
 

経 常 利 益 
 

 

 
８３，５２５ 

  
特 別 損 失 

固定資産除却損 
 

 

 

６２８ 
 

 
 

６２８ 

 

税引前当期純利益  
 

８２，８９７ 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 
 

２５，６６１ 

６２７ 

 

２６，２８８ 

 

当 期 純 利 益  
 

５６，６０８ 
 

（金額表示については千円未満の端数を切り捨てております。） 
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株主資本等変動計算書 

 自 ２０１８年４月 １日 

 至 ２０１９年３月３１日 

（単位：千円） 

 株主資本 

純資産合計 

資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 １，５００，０００ ３７７，８６４ ３７７，８６４ １，８７７，８６４ １，８７７，８６４ 

当期変動額      

当期純利益 － ５６，６０８ ５６，６０８ ５６，６０８ ５６，６０８ 

当期変動額合計 － ５６，６０８ ５６，６０８ ５６，６０８ ５６，６０８ 

当期末残高 １，５００，０００ ４３４，４７２ ４３４，４７２ １，９３４，４７２ １，９３４，４７２ 

（金額表示については千円未満の端数を切り捨てております。） 
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】    
 
  １．固定資産の減価償却の方法      

   （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物は定額法、その他は定率法によっております。ただし、２０１６年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建    物    １４年～５０年 

          建物附属設備     ６年～１８年 

          構 築 物    １０年～１５年 

          機 械 装 置    １０年～１７年 

          器 具 備 品     ４年～２０年 
 
   （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          ソフトウェア     ５年 
 
   （３）長期前払費用 

    毎期均等額を償却しております。 

 

  ２．引当金の計上基準 

   （１）貸倒引当金 

     将来の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
                  
   （２）賞与引当金 

      従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。 
     
   （３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額の 

１００％を計上しております。 

                  

  ３．消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

【表示方法の変更に関する注記】 
 
   当社は、「税効果会計に係る会計基準」の一部改正（企業会計基準第２８号 ２０１８年

２月１６日）が当事業年度末の計算書類から適用されることに伴い、繰延税金資産は投資

その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 
 

 １．有形固定資産の減価償却累計額   １，１２７，０８８千円 

 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 
 
  １．発行済株式の種類及び数 

発行済株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 ３０，０００株 ３０，０００株 
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【税効果会計に関する注記】 
 
    繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

     繰延税金資産                 

 賞与引当金 １，３２４千円 

 未払出向者負担金 ３０９千円 

 未払事業税 １，９５１千円 

 退職給付引当金 ７，００８千円 

 貸倒引当金 ６，８８５千円 

 その他 ２，２３７千円 

繰延税金資産 小計 １９，７１６千円 

評価性引当額 △７，３９０千円 

繰延税金資産 合計 １２，３２６千円 

 

 

【金融商品に関する注記】 
 
  １．金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金の運用については短期的な預金等に限定しております。 

    テナントからの賃料収入等営業未収入金に係るリスクに対しては敷金を預っており、

リスク低減を図っております。 

 
  ２．金融商品の時価等に関する事項 

    （単位：千円） 

  
貸借対照表 
計上額(※1) 

時価(※1) 差額 

(1) 現金及び預金 ５３０，６２６  ５３０，６２６  －  

(2) 営業未収入金 ８０，８１４  ８０，８１４  －  

(3) 有価証券 ６００，０００  ６００，０００  －  

(4) 未払金 (８０，６４２) (８０，６４２) －  

(5) 
長期預り敷金 
(一年内返還予定分を含む) 

(４３６，８８９) (４１０，２８０) △２６，６０９ 

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1)現金及び預金、(2)営業未収入金、(3)有価証券(合同運用指定金銭信託)、(4)未払金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 
   (5)長期預り敷金 
     将来のテナント退店時の返還敷金の見積りキャッシュフローから信用リスクを勘

案した割引率で割り引いて算定しております。 
 

 

【資産除去債務に関する注記】 
 
    当社の所有する商業施設は名古屋市の都市公園の一部を占用しており、占用条件から、

占用期間の満了又は物件の廃止の場合に、公園の原状回復義務を負っております。 

しかし、当社の商業施設は名古屋市の都市公園施設と一体となっており、当社の施設を

単独で除去することが不可能であり、原状回復の内容及び履行時期が明確ではありません。 

従いまして、資産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資

産除去債務は計上しておりません。 
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【賃貸等不動産に関する注記】 
 
  １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社では、名古屋市内において、賃貸用の商業施設を有しております。 

 

  ２．賃貸不動産の時価等に関する事項 
（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

８６２，７６３ ２，４８１，０００ 

   （注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

   （注２）当事業年度末の時価は、不動産鑑定士による鑑定評価額であります。 

 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 
 

１．法人主要株主等 
      （単位：千円） 

種類 名称 
議決権等の 

被所有割合 

関連当事者との 

関係 
取引の内容 

取引金額 

（注２） 
科目 期末残高 

主要株主 

(会社等) 
名古屋市 

直接 

52.5％ 

名古屋市から受託を

受けた施設の管理 

公園及び 

バスターミナルの 

施設管理受託売上 

134,363 
営業 

未収入金 
12,316 

   （注１）取引条件及び取引条件の決定方針等 

         名古屋市都市公園条例及び名古屋市バスターミナル条例に基づき、指定管理

者の申請を行い、指定管理者として指定を受けております。取引条件は、業務

委託契約書に基づき協議の上決定しております。 

   （注２）取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

 

【１株当たり情報に関する注記】 
 
    １株当たり純資産額          ６４，４８２円４２銭 

    １株当たり当期純利益          １，８８６円９４銭 

 

 

【重要な後発事象】 
 
    該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


